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PROSPECTS FOR GERMAN FOREIGN POLICY  
 

G7 先進国首脳会議議長国としてのドイ

ツ（III） 
 

気候変動政策：排出量取引システムの開発、技術転換の推進、 

適応力の強化 

 
外交を専門とする若手政治家の作業部会 

                         

第 21 回気候変動枠組み条約締約国会議がパリで開催される 2015 年は、

気候保護にとって鍵となる重要な年である。従って G7 先進国首脳会議

の重要目標のひとつは、京都議定書の後継となる枠組みに関してグル

ープ内での合意を形成することである。世界の気温上昇を最大摂氏 2 度

以下に抑えるためには、今後も温室効果ガスの排出回避が焦点となる

に違いない。そこで G7 は独自の実効性ある排出量取引システムを開発

し、テクノロジー、キャパシティー、サイエンスの各パートナーシップの枠

組みで気候変動関連テクノロジーにおけるリードを大いに活かすべきで

ある。とはいえ気候変動の影響には計り知れない部分があるので、全て

の国々の適応力を強化することも必要である。それにより、環境と人道

の破局的事態、およびその結果としての大量移民の発生を防ぐことがで

きるからだ。従って G7 諸国は自らのためにも、そのような事態に見舞わ

れている開発途上国を支援しなくてはならない。 
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導入： 

G7 議長国としてのドイツ 

 

ドイツは 2014 年 7 月より G7 の議長国であり、

2015 年 6 月 4 日/5 日に開かれる G7 首脳会議

のホスト役を務めることになる。議長国であるドイ

ツは首脳会議のアジェンダを決めるに際し、より

強い発言力を得られる。ドイツ政府は既に、国際

連合のミレニアム開発目標の今後の展開を特に

注視していくと発表している。さらに首脳会議は、

パリで開催予定の気候変動会議を見据え、気候

保護にも重点をおくことになる。アジェンダに取り

上げられるさらなるテーマは、外交･安全保障政策

の領域であろう。ここでは当然ながら目下の危機

と紛争が焦点となる。 

 

しかし首脳会議はまた、より長期的なスパンのテ

ーマに取り組み、共同で G7-イニシアティブをスタ

ートさせる機会をももたらす。このような状況を背

景として、コンラート・アデナウアー財団の外交を

専門とする若手政治家の作業部会は、首脳会議

の開催を前に、外交･安全保障政策（論文 I）、開

発政策（論文 II）、そして気候変動政策（本論文

III）の 3 本の論文をまとめた。いずれも冒頭の短

い分析の後、それに基づく具体的な行動提言を行

っている。議長国ドイツはこれらの提言を実現推

進するべきと考える。 

 

気候保護は G7 の使命 

 

2015 年は気候保護にとって鍵となる重要な年で

ある。第 21 回気候変動枠組み条約締約国会議

が 2015 年 12 月にパリで開催され、気候変動の

影響を一定以下に止めるために拘束力のある新

たな条約が決議されるからである。その意味でも、

気候変動政策を G7 議長国任期中の重点テーマ

にするとしたドイツの方針は正しい。2014 年 9 月

末にニューヨーク国連本部で開かれた気候サミッ

トにおいても、ドイツ政府は気候保護とその資金

確保へのより一層の取り組みを呼びかけている。

では G7 は気候変動を巡るグローバルな議論に

何をもたらすことができるのだろうか？ 

 

G7 が西側の価値観共同体であろうとするなら、世

界のために一丸となって相応の責任を引き受けな

くてはならない。2015 年を見据え、G7 は京都議定

書調印国と非調印国を一つにまとめようとしてい

る。その中で気候変動問題における G7 のいかな

る譲歩も、グローバルなシグナル効果を持つ。そ

れは二つの対話の場の提供となるであろう。つま

り一つは欧州と米国間の対話、もう一つは G7 と

代表的な新興国の間の対話である。G7 が最大の

温室効果ガス排出国だけはまだ取り込めていな

いのは事実だが、この政策領域のテクノロジー面

で最先端を行く重要なアクターは取り込んでいる。

それにより気候変動に対応するためのさらなる補

完的な方法を実現できる。気候変動の影響に対 

 

する開発政策上必要な適応成果を背景として、

G7 諸国が最大の開発援助国であることはさらな

るメリットである。 

 

それに加え、G7 は G20 とのつなぎ目の機能も有

している。G20 の一角である BRICS 諸国は、気候

保護にとって非常に重要な存在である。しかし

BRICS は、G7 自身がかつて巨大排出国であった

歴史に見合うだけの大きな貢献を果たして初めて、

建設的に協力しようと言っている。既にメキシコの

カンクン（COP16）およびコペンハーゲン（COP15）

におけるそれぞれの気候変動サミットで、BRICS

はその阻止力を見せつけた。従って BRICS 諸国

に義務遂行を求めるならば、G7 としてはまず自ら

に対策実施の義務を課し、信頼を勝ち得なければ

ならない。また気候変動政策には、いつの間にか

冷えつつあった G7 と G20 の関係を再び近づける

可能性も秘められている。世界秩序を規定する政

治の双分制に対する新興国の批判は、なによりも

金融市場規制のための野心的なロンドン･アジェ

ンダが挫折したことから火がついた。しかしこうし

た動向も、未来志向の重要な政治領域で共同の

イニシアティブを取ることによって克服できる。 

 

従ってまず G7 内部で、京都議定書の後継となる

枠組みについての合意を形成することが重要目

標となる。ドイツ政府は G7 議長国として、G7 が

2015 年に決議される国際的に拘束力のある気候

変動枠組条約の目標を明示的に堅持するよう力

を尽くすべきである。そのことは既に 2014 年の

G7 ブリュッセル･サミットにおいても宣言しているこ

とであり、G7 は決してこれを裏切ることがあって

はならない。それには、世界の気温上昇を摂氏 2

度以内に抑えるという目標を実現するための様々

な手法（エネルギー効率の向上、二酸化炭素排出

が大きいエネルギーからの脱却、技術の進歩な

ど）を明確に承認することが有効である。この摂氏

2 度目標を本当に実現するには、今後も CO2 排

出抑制が焦点となるに違いない。ただ、気候変動

の影響には予測不能なところがあるので、全ての

国々が適応力を強化する必要がある。 

 

ドイツは G7 議長国として、数多くの専門家委員会

が提案している、1990 年を基準として 2020 年ま

でに 30％、2050 年までに 80％という具体的な排

出削減目標を全てのメンバー国が徹底して実行

するように尽力するべきである。加えて G7 の全て

のメンバー国は、2015 年 3 月までに自国の拘束

力ある CO2 排出削減計画を発表するべきである。 
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議長国としてのドイツに対する行動提言 

 

1. 温室効果ガスの排出回避： 

G7 内で実効性のある排出量取引システムを開

発せよ 

 

気候変動の避けがたい影響への適応と並んで、

温室効果ガスの発生源に対する効果的な気候保

護策が講じられねばならない。その際気候変動の

さらなる回避、ないしは減速化の責任は一義的に

工業先進国にある。G7 の特異な点は、これが排

出量取引制度(EHS)の導入国と非導入国の集まり

であることだ。従って G7 内部での折り合いは、そ

れだけでグローバルなシグナル効果を持つので

ある。気候変動は経済的視点からは旧来の市場

の機能不全と見ることもできる。これは温室効果

ガスの排出が損害を与え、つまりはコストを発生さ

せるにも関わらず、原因者がそのコストを負担し

ないからである。EHS は、気候変動の原因となる

排出に価格を設定するものである。この EHS 導

入を巡っては、現在 G7 諸国全てにおいて内政的

な議論が行われているところだ。ドイツはその動き

を梃子として議長国任期中に、欧州版排出量取

引制度の改革と、大陸間で異なる様々な EHS を

柔軟に一本化することに力を注ぐべきである。ま

たドイツ政府はここで特に、サブナショナル・レベ

ルでの EHS をも取り込めるようにしたい。 

 

EU は世界最大の排出許可証市場を有している。

とはいえ、ここ数年で許可証の価格は著しく低下

した。その結果、排出削減へのインセンティブも後

退している。温室効果ガスの大量排出者に思考

の転換を促し、持続可能性の面から経済を長期

的に近代化していくために、EU の排出量取引制

度は改革されなければならない。それには、明確

な基準により毎年継続的に排出許可証の全体量

を低減させ、該当する企業が確実な計画を立てら

れるようにするべきである。さらに最終的には排

出量の多い産業部門も含めた全ての領域に EHS

を拡大していく必要がある。そのような改革ができ

れば、EU 版排出量取引制度は世界中で益々お

手本とされるようになるだろう。 

 

これに平行して、様々な EHS が大陸を超えて一

本化されるよう働きかけて行くべきである。欧州の

改良版 EHS を出発点とするそのような協力提案

は、サブナショナル・レベルのアクターの取り込み

によって G7 諸国の国内における反対勢力に対処

する機会を提供する。既に独自の EHS を導入し

ている米国のカリフォルニア州やカナダのケベック

州などは、テスト段階において EU の改良版 EHS

に自主的に同調してくれるだろう。そうすればこれ

らの地域は、排出量取引制度の効果や影響につ

いての経験を得られるし、こうした実証実験をベー

スに国内レベルでの取引制度への参加に集中で

きる。 

 

 

そして長期的には大西洋を挟んで米欧間での統

一 EHS が生まれるだろう。 

 

ドイツは G7 議長国の立場から、EHS の強化を積

極的に推し進め、最も力のある先進工業国のグ

ループとして気候保護のための国際規格を主導

できるようにしたい。（カリフォルニアやケベックな

ど）非欧州 G7 諸国の州が自発的な義務化へのイ

ニシアティブを取れば、その地元であるカナダや

米国で気候変動政策の議論が活発化するまたと

ない機会となる。 

 

2. 気候保護パートナーシップの確立： 

技術面でのリードを活用せよ 

 

気候保護のための重要なテクノロジー分野では

G7 諸国がリードしており、これを気候変動に関す

る国際的な議論の場で活用するべきである。G7

が最大の温室効果ガス排出国だけはまだ取り込

めていないのは事実だが、この政策領域のテクノ

ロジー面で最先端を行く重要なアクターは取り込

んでいる。それにより気候変動に対応するための

さらなる補完的な方法を実現できる。すなわち、イ

ンテリジェントな方法によって排出回避を助けたり、

適応力を高めて気候変動の影響を克服しやすくし

たりできるのである。そのためにはテクノロジー、

キャパシティー･ビルディング（途上国の能力構

築）、サイエンスの三つの分野を包括する気候保

護パートナーシップを結ぶのがよい。そこでは、開

発途上国は今後もコスト面で有利な技術移転によ

って支援されなければならないが、新興国（特に

G20 に所属する新興国）は同じ目線に立つパート

ナーとして、今後は協調融資の強化により相応の

貢献を求められる。このような気候保護パートナ

ーシップに新興国を建設的に取り込み、本論で提

案している様々な政策ツールの財源を複数の担

い手に分散するためには、先進国、新興国、途上

国間でのトライアングル協力の構築が有効であろ

う。 

 

テクノロジー･パートナーシップは、気候保護的な

社会や気候変動に関してニュートラルな社会のた

めのテクノロジー転換をパートナー国に呼び込み、

加速するものである。多くの先進国では既にその

意義が実証されていることだが、まずはインテリジ

ェントな技術的解決策によってエネルギーと消費

のマトリックスを改造する必要がある。またエネル

ギー効率の向上や、排出削減に資する再生可能

エネルギーの拡大も求められる。しかし、気候保

護とは気候変動の影響からの保護でもあるので、

例えば観測衛星やドローンによる気候変動調査を

含めた多国間での、あるいは地域での早期警戒

システムの構築などが必要となる。沿岸諸都市の

洪水被害からの防護や、森林の違法伐採防止の

ための監視の領域でも技術移転が行われる。 

 

 

 



Konrad-Adenauer-Stiftung 

Facts & Findings 

NO. 156 

October 2014 

 

 

 
 

そこでドイツは特に南北間の技術移転振興基金

の創設を推進すべきであろう。この基金には G7

諸国だけでなく、G20 諸国やその他のグループに

所属するがこの問題に関心を持つ国々も同様に

資金を拠出するものとする。 

 

キャパシティー･パートナーシップは、防災対策や

この分野で重要なマンパワーの教育と技術的装

備を強化するものである。従ってドイツは G7 とし

て、「気候変動の影響からの防護能力を強化する

イニシアティブ」を世界に向けて提案すべきである。

先進国における災害予防もこの際に見直し、経験

の交換ができる構造にするべきである。そのよう

な実地レベルの協力は、パートナー国における具

体的な改善をもたらし、気候保護の他の領域でも

G7 と協力しようという意欲を高める。キャパシティ

ー･パートナーシップはまた同時にローカル人材の

プロフェッショナル化に寄与し、先進国においても

学習効果をもたらすだろう。 

 

サイエンス・パートナーシップの意義は詰まるとこ

ろ、プロジェクトの具体的な支援を超えて、科学的

ノウハウを長期的に促進することにある。そのた

めには先進国、新興国そして途上国の間で、気候

関連学術分野を構造的にネットワーク化していく

べきである。それによりローカルな研究インフラが

強化され、それぞれの局地的な所与条件とニーズ

により一層即した技術的解決策が生み出される

からである。先進国と途上国の研究機関をツイン･

パートナーにするモデルは、他の研究領域の構造

化された知識交流（例えば UNU-FLORES: 国連

大学物資フラックス･資源統合管理研究所）として

既に成果が出ている。新興国では、気候保護パ

ートナーシップの枠組みで、二国間協力により現

地に設立されたドイツの学術機関の大学や研究

所が重要な役割を担うことができる。 

 

3. 気候変動の影響の克服： 

革新的な開発政策のツールを活用せよ 

 

今日でも既に多くの国々が気候変動の影響に苦

しんでおり、そこには分配闘争と移民流入という地

域の安定にとってのリスクが潜んでいる。従って

G7 諸国は排出を削減するだけでなく自らのため

にも、開発途上国が気候変動の影響に備え、災

害予防体制を構築するのを支えるべきなのである。

最大の ODA 拠出国である G7 は、そのような開

発政策上のツールボックスを既に持っている。 

 

適応対策の資金を各国が調整して負担できるよう

に、ドイツ政府は G7 諸国に対し、2010 年コペン

ハーゲンにて設立を合意したグリーン気候基金に

適切な資金を拠出するように促すべきである。ドイ

ツ自身は、2014 年 7 月に初の G7 諸国として 7 億

5000 万€の拠出を約束している。他の先進工業

国もドイツに続くべきである。同基金が稼働できる

ようにするには、2015 年にパリで開催予定の気候 

 

変動枠組み条約締約国会議(COP21)までに少なく 

とも 150 億ドルの資金が手当てされていなければ

ならない。それができれば G7 諸国は、同基金の

設立が遅れたために先進国への信頼を失った途

上国の要求のひとつを叶えることができるのであ

る。 

 

適応対策のための資金の一部は、気候変動の影

響を被る可能性が潜在的に高い地域の保険に充

当するのがよいだろう。ミュンヘン気候保険イニシ
アティブは、カリブ海諸国における保険をベースと

したリスクマネジメントの実証プロジェクトだが、ミ

ュンヘン再保険会社とドイツの複数の省庁が出資

しており、既に「ドイツ式」手法として通っている。

同イニシアティブはまた、気候変動の影響との戦

いに保険業界を始めとする民間セクターを巻き込

むものである。従ってこのモデルを－必要な適応

策と共に－世界の他の地域にも拡大し、保険料

の少なくとも一部をグリーン気候基金の適応対策

予算でカバーすべきである。G7 諸国には資金力

の豊富な再保険会社があるので、来るパリでの気

候サミットにおいて同等のイニシアティブを提起で

きる。技術移転によりローカルなデータを元にした

気候予測の精度が上がるため、このような気候保

険の保険料もかなり下げることができる。 

 

これと同じく重要なのが、気候難民の発生に前も

って対処し、予防策を講じることである。気候デー

タを基にすれば今日でも既に、10 年後、20 年後

に世界のどの地域に人が居住できなくなるかが予

測できる。それらの地域では、気候難民のための

ナンセン・イニシアティブや国連難民高等弁務官

事務所 UNHCR と協力し、中期的な移住計画をス

タートさせなくてはならない。G7 諸国の中で唯一

ナンセン・イニシアティブに参加しているドイツは、

G7 議長国としてこのテーマ領域においても重要

なインパクトを与えられる。 

    

   しかし気候難民は何よりも途上国自身の都市化

を加速するため、この問題に直面している地域と

の開発協力においては、今後は都市生活の改善

に焦点を当てなくてはならない。従ってドイツは

G7 議長国として、官民協力体制で都市インフラ

の整備に的を絞って進めていくよう G7 諸国を促

すべきである。また、都市の危機管理における経

験が豊富な G7 諸国の大都市は、その知識を途

上国に伝えることで気候変動の影響克服に多大

に貢献することになろう。ドイツの都市や自治体

はそのよい前例であり、既にハンブルクとドレス

デンが洪水管理に関するコンサルティングを行っ

ている。ドイツ政府は最大の先進諸国に属するパ

ートナー達にドイツの例に続くよう促し、気候変動

の影響に対する適応力を高めるため、都市部と

地域の間の経験交換をさらに発展させていくべき

である。 
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